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⒝ トンネル施工延長が300ｍ以上
であること。
⒞ 施工経験が適切なものであるこ
と。
ただし、⒜から⒞は同一トンネル
での施工経験であること。施工延長
については掘削及び覆工を実施する
区間の延長であること。
２）従事期間 上記１）の工事に従事
した期間が、工事の全工期（準備・
後片付け期間は除く）の１／２以上、
または、365日以上に従事している
こと。
適切なものとは、過失による粗雑工事
に起因した指名停止、契約違反に起因し
た指名停止を受けていないなど、不正又
は不誠実な行為がなされたものでないこ
と。
なお、当該施工経験が大臣官房官庁営
繕部、各地方整備局、北海道開発局及び
内閣府沖縄総合事務局開発建設部の発注
した工事（いずれも港湾空港関係を除
く。）のうち入札説明書に示すものに係る
経験である場合にあっては、工事成績評
定点が入札説明書に示す点数未満のもの
を除く。

 監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証及び監理技術者講習修了証（監理技術
者講習修了履歴）を有する者であること。
 主任技術者の資格については、関係法令
及び共通仕様書等に加え、登録基幹技能者
講習修了証を有する者も要件を満たすもの
とする。

 出資比率要件 すべての構成員が、均等割
の10分の６以上の出資比率であるものとす
る。
 代表者要件 特定建設工事共同企業体の代
表者は、構成員の中で最大の施工能力を有す
る者であって、その出資比率が構成員中最大
であるものとする。
 特定建設工事共同企業体の協定 特定建設
工事共同企業体の協定書は、「建設工事共同企
業体の事務取扱いについて」（昭和53年11月１
日付け建設省計振発第69号）の別添「建設工
事共同企業体の事務取扱いについて（回答）」
（昭和53年11月１日付け建設省茨計振第771
号）の別紙に示された「特定建設工事共同企
業体協定書（甲）」によるものとする。「特定建
設工事共同企業体協定書（甲）」の様式は上記
６へアクセスして入手するものとする。

７ 一般競争参加資格の認定を受けていない者を
構成員に含む特定建設工事共同企業体の取扱い
上記７の認定（同７の再認定を含む。
以下同じ。）を受けていない者を構成員に含む特
定建設工事共同企業体も同５及び同６により申
請をすることができる。この場合において、特
定建設工事共同企業体としての資格が認定され
るためには、同７の認定を受けていない構
成員が同７の認定を受けることが必要であ
る。また、この場合において、本工事に係る優
先交渉権者選定通知日までに特定建設工事共同
企業体としての資格の審査が終了せず、競争に
参加できないことがある。
８ 資格審査結果の通知 「競争参加資格認定通
知書」により通知する。
９ 資格の有効期間 特定建設工事共同企業体と
しての資格の認定の日から本工事の完成する日
までとする。ただし、本工事に係る契約の相手
方以外の者にあっては、本工事に係る契約が締
結される日までとする。
10 その他
 特定建設工事共同企業体の名称は、「国道７
号鼠ヶ関トンネル（早田地区）工事にかかる
設計業務及び国道７号鼠ヶ関トンネル（早田
地区）工事〇〇・〇〇特定建設工事共同企業
体」とする。
 本工事に係る競争に参加するためには、優
先交渉権者選定通知日において、特定建設工
事共同企業体としての資格の認定を受け、か
つ、本工事の「入札公告（建設工事）」に示す
ところにより競争参加資格の確認を受けてい
なければならない。

２ 競争参加資格
 独立行政法人国立病院機構契約事務取扱細則（以下、契約細則という。）第５条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であっても、契約締結のために必要
な同意を得ているものは、同条中、特別の理由がある場合に該当する。
 契約細則第６条の規定に該当しない者であること。
 厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）の「物品の販売」において、Ａ、Ｂ、Ｃ等級に格
付けされ近畿地区の競争資格を有するものであること。なお、当該競争参加資格については、令
和７年３月31日付け号外政府調達第57号の官報の競争参加者の資格に関する公示の別表に掲げる
申請受付窓口において随時受け付けている。
 契約細則第４条の規定に基づき、経理責任者が定める資格を有する者であること。
３ 入札書の提示場所等
 入札書の提示場所、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所及び問い合わせ先

〒6128555 京都府京都市伏見区深草向畑町１番地１ 独立行政法人国立病院機構京都医療セ
ンター 企画課 契約係長 髙見 春希 電話0756419161（内線8135）
 入札説明書の交付方法 本公告の日から上記３の交付場所にて交付する。
 入札書の受領期限 令和８年３月13日（金）17時00分
 開札の日時及び場所 令和８年３月18日（水）11時00分 独立行政法人国立病院機構京都医療
センター院内会議室

４ その他
 契約手続に使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除

甲型又は乙型の共同企業体構成員の技
術者として従事した施工経験について
は、共同企業体構成員が以下のいずれか
に該当するものに限る。
・甲型共同企業体については、構成員の
出資比率が20％以上であること。
・乙型共同企業体については、構成員が
施工を行った分担工事のものであるこ
と。
１）ＮＡＴＭによるトンネル工事で、
次の⒜から⒞の工事規模の技術者と
して従事した経験を有すること。
⒜ トンネル内空断面積（代表値の
覆工後の内空面積）80以上であ
ること。

国の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第５条
第１項第１号（同令第７条第１項により準用する場合を含む）
の規定による公示

調達の予定を次のとおり公示します。本件調達に関心を有する者は、以下問い合わせ先に示す連絡
先へ入札に参加しようとする意思がある旨の表明をしてください。
令和８年１月 14 日 独立行政法人国立病院機構京都医療センター院長 川端 浩

◎調達機関番号 597 ◎所在地番号 26
〇第 08409 号（№08409）
１ 調達内容
 品目分類番 22、31
 導入計画物品及び数量（予定） マルチスライスＣＴ装置
 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書による。
 履行期限 令和９年３月31日
 履行場所 独立行政法人国立病院機構京都医療センター
 入札公告予定日 令和８年３月２日（月）
 入札方法 入札金額は、購入物品のほか、納入に要する一切の費用を含めた額とすること。
なお、交渉権者決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の10％に相当する額を
加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）
をもって交渉権者決定価格とするので、入札者は消費税及び地方消費税にかかる課税事業者であ
るか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の110分の100に相当する金額を記載した
入札書を提出しなければならない。
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